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納
め
る
方
法

　
市
民
税
・
県
民
税
を
納
め
る
方
法
に
は
、
次
の
方

法
が
あ
り
ま
す
。

◎
納
税
通
知
書
で
納
め
る
方
法（
普
通
徴
収
）…
事
業

所
得
者
な
ど

　
市
か
ら
個
人
あ
て
に
直
接
送
付
す
る
納
税
通
知
書

（
６
月
中
旬
発
送
予
定
）に
よ
り
、
年
税
額
を
令
和

元
年
６
月
、
８
月
、
10
月
、
令
和
２
年
１
月
の
４

回
の
納
期
に
分
け
て
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◎
勤
務
先
が
給
与
か
ら
天
引
き
し
て
納
め
る
方
法

（
特
別
徴
収
）…
給
与
所
得
者

　
年
税
額
を
令
和
元
年
６
月
か
ら
令
和
２
年
５
月
ま

で
の
12
回
に
分
け
て
、
給
与
か
ら
天
引
き
し
て
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◎
公
的
年
金
か
ら
差
し
引
い
て
納
め
る
方
法（
年
金

特
別
徴
収
）…
公
的
年
金
受
給
者

　
年
税
額
を
平
成
31
年
４
月
か
ら
令
和
２
年
２
月
ま

で
の
６
回
に
分
け
て
、
年
金
か
ら
差
し
引
い
て
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

令
和
元
年
度
　
市
民
税
・
県
民
税

　
市
民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
く
税
金
は
、
安
全
で
快
適
な
暮
ら
し
を
守
る
た
め
に
使
わ
れ
ま
す
。
そ
の
税
金
の
ひ
と

つ
に
住
民
税
が
あ
り
、
市
民
税
と
県
民
税
を
合
わ
せ
た
も
の
を
い
い
ま
す
。
個
人
の
住
民
税
は
、
税
金
を
負
担
で
き
る
力
の

あ
る
方
が
、
均
等
の
額
で
負
担
す
る「
均
等
割
」と
、
所
得
金
額
に
応
じ
て
負
担
す
る「
所
得
割
」か
ら
構
成
さ
れ
、
そ
の
年
の

１
月
１
日
現
在
に
お
住
ま
い
の
市
町
村
か
ら
前
年
の
所
得
に
基
づ
い
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

問
課
税
課（
☎
８
２
６
・
１
１
１
１　
内
線
２
２
３
２
）

・
平
成
30
年
中
に
所
得
が
な
か
っ
た
方

・
生
活
保
護
法
に
よ
る
生
活
扶
助
を
受
け
て
い
る
方

・
障
害
者
、
未
成
年
者
、
寡
婦（
寡
夫
）で
、
平
成
30

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
方

・
平
成
30
年
中
の
合
計
所
得
金
額
が
、
次
の
金
額
以

下
の
方

　
①
同
一
生
計
配
偶
者
・
扶
養
親
族
が
い
な
い
方
…

　
32
万
円
以
下

　
②
同
一
生
計
配
偶
者
・
扶
養
親
族
が
い
る
方
…

　
　
32
万
円
×（
本
人
＋
同
一
生
計
配
偶
者
＋
扶
養

　
親
族
）＋
18
万
９
千
円
以
下

市
・
県
民
税
が
課
税
さ
れ
な
い
方

平
成
31
年
１
月
１
日
現
在

・
市
内
に
居
住
し
、
平
成
30
年
中
に
一
定
以
上
の
所

得
が
あ
っ
た
方

・
市
内
に
居
住
し
て
い
な
い
が
、
市
内
に
事
務
所
、

事
業
所
、
家
屋
敷
を
所
有
し
て
い
る
方

▼
均
等
割（
６
０
０
０
円
）の
み
課
税
さ
れ
る
方

・
市
内
に
居
住
し
て
い
な
い
が
、
市
内
に
事
務
所
、

　
事
業
所
、
家
屋
敷
を
所
有
し
て
い
る
方

・
下
記
の「
市・
県
民
税
が
課
税
さ
れ
な
い
方
」に
該

　
当
し
な
い
方
で
、
前
年
中
の
総
所
得
金
額
が
次
の

　
金
額
以
下
の
方

　
①
同
一
生
計
配
偶
者
・
扶
養
親
族
が
い
な
い
方
…

　
　
35
万
円
以
下

　

②
同
一
生
計
配
偶
者
・
扶
養
親
族
が
い
る
方
…

　
　
35
万
円
×（
本
人
＋
同
一
生
計
配
偶
者
＋
扶
養

　
　
親
族
数
）＋
32
万
円
以
下　

市
・
県
民
税
が
課
税
さ
れ
る
方

× ＝

所得割額 － ＋ ＝

税率10％
（市民税６％、県民税４％） 所得割額

均等割額③
（市民税3500円、県民税2500円） 年税額税額控除②

課税総所得金額
（所得金額ー所得控除額①）

①
所
得
控
除
の
種
類
…
雑
損
控
除
、
医
療

　
費
控
除
、
社
会
保
険
料
控
除
、
小
規
模

　
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
、
生
命
保
険
料

　
控
除
、
地
震
保
険
料
控
除
、
障
害
者
控

　
除
、
寡
婦（
寡
夫
）控
除
、
勤
労
学
生
控

　
除
、
配
偶
者
控
除
、
配
偶
者
特
別
控
除
、

　
扶
養
控
除
、
基
礎
控
除

②
税
額
控
除
…
調
整
控
除
、
配
当
控
除
、

　
外
国
税
額
控
除
、
配
当
割
額
控
除
、
株

　
式
等
譲
渡
所
得
割
額
控
除
、
住
宅
借
入

　
金
等
特
別
税
額
控
除
、
寄
附
金
税
額
控

　
除  

※
市
・
県
民
税
に
は
、
政
党
等
寄
付
金
特

　
別
控
除
な
ど
の
制
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

③
均
等
割
額
…
市
民
税
に
は
復
興
税

　
（
５
０
０
円
）が
、
県
民
税
に
は
復
興

　
税（
５
０
０
円
）と
森
林
湖
沼
環
境
税

　
（
１
０
０
０
円
）が
含
ま
れ
ま
す
。

※
土
地
・
建
物
な
ど
の
分
離
譲
渡
所
得
は

　
計
算
方
法
が
異
な
り
ま
す
。
税
率
な
ど

　
に
つ
い
て
細
か
く
規
定
さ
れ
て
い
ま
す

　
の
で
、
詳
し
く
は
お
問
い
合
せ
く
だ
さ

　
い
。

税
額
の
計
算
方
法

令
和
元
年
度
の
主
な
改
正
点

　
平
成
31
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
10
月

に
予
定
さ
れ
て
い
る
消
費
税
率
10
％
へ
の

引
き
上
げ
後
の
住
宅
購
入
な
ど
を
支
援
す

る
た
め
、
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
控
除
期
間

が
延
長
さ
れ
ま
す
。

対
象
者

　
消
費
税
率
10
％
が
適
用
さ
れ
る
住
宅
の

取
得
等
を
し
て
、
令
和
元
年
10
月
１
日
か

ら
令
和
２
年
12
月
31
日
ま
で
の
間
に
居
住

す
る
方

控
除
期
間

　
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
控
除
期
間
が
３
年

延
長
さ
れ
、
現
行
の
10
年
か
ら
13
年
に
な

り
ま
す
。

控
除
額

　
適
用
年
の
11
年
目
か
ら
13
年
目
ま
で
の

各
年
の
控
除
額
は
、
次
の
い
ず
れ
か
少
な

い
方
の
額
に
な
り
ま
す
。

①
住
宅
借
入
金
等
の
年
末
残
高（
４
０
０
０

　
万
円
を
限
度
）×
１
％

②
建
物
購
入
価
格（
４
０
０
０
万
円
を
限

　
度
）×
２
／
３
％

※
長
期
優
良
住
宅
や
低
炭
素
住
宅
の
場
合

　

は
、
借
入
金
年
末
残
高
の
上
限
お
よ

　
び
建
物
購
入
価
格
の
上
限
は
い
ず
れ
も

　
５
０
０
０
万
円
と
な
り
ま
す
。

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
控
除
期
間

が
延
長
さ
れ
ま
す

年目
控除額

住宅借入金
年末残高

【一般住宅購入の場合のイメージ】
建物購入価格：3600万円、住宅借入金年末残高：3600万円で年に100万円ずつ返済する場合

36
万円

3600
万円

35
万円

34
万円

33
万円

32
万円

31
万円

30
万円

29
万円

28
万円

27
万円

2600万円
24
万円

2500万円
24
万円

2400万円
24
万円

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13
従来の控除期間 延長される期間

住宅ローン減税の控除期間が３年延長されます
11年目以降は、①と②のいずれか少ない方の額が控除されます。
　　（例）11年目
　　①2600万円（住宅借入金年末残高）×１％＝26万円
　　②3600万円（建物購入価格）×２／３％＝24万円
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3500
万円 3400

万円
3300
万円

3200
万円

3100
万円

3000
万円

2900
万円

2800
万円

2700
万円
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